共同プレス発表
日マレーシア経済連携協定

２００５年５月２５日

小泉純一郎日本国総理大臣とアブドゥラ・アフマッド・バダウィ・マレーシア首相は、２００５年５月２５日に会談を行い、日マレーシア経済連携協定の主要点について大筋合意に達したことを確認した。
この協定は、両国間の貿易・投資分野における協力、自由化、促進を通じて、より緊密な経済関係を築くことにより、日本とマレーシアの戦略的パートナーシップの新しい時代を刻むものである。

また、この協定は、知的財産、競争政策、ビジネス環境整備、さらには農林水産業、教育・人材養成、情報通信技術、科学技術、中小企業、観光及び環境の分野での二国間協力を含む広範囲にわたる経済活動を扱うものである。

両国首脳は、この協定ができる限り早期に発効するよう、協定の条文の確定作業を迅速に行っていくことを確認した。
これまでの交渉を通じ、大筋合意に達した主要点は次の通り。

１．　鉱工業品の貿易
両国は、鉱工業品の関税を包括的に撤廃又は削減する。自動車分野に関し、市場拡大に向けたマレーシアの自動車・自動車部品産業の競争力向上のための協力が行われる。これらの産業分野における両国の主要な約束は、別添１に記載される。
２．　農林水産品

両国は、農林水産品に関する関税を包括的に撤廃又は削減する。農林水産品分野の主要な約束は、別添２に記載される。
３．　税関手続

　税関手続の簡素化及び調和を通じた貿易の円滑化及び効果的な取締りを図る観点から、両国間の情報交換及び協力を推進する。

４．　サービス貿易

　両国は、別添３に列挙される分野等で、サービス貿易の自由化のためのオファーを行った。両国は、主要分野の自由化を含む約束を更に継続的に改善していくための見直しの仕組みを構築する。両国は、ビジネス及び投資の環境を改善するために、両国間のサービス貿易に影響を与える法令その他の関連措置の透明性を高めていくことを確保する。

５．　投資

　この協定は、内国民待遇、最恵国待遇並びに投資家及び投資の保護の強化についての約束を通じて、より自由な二国間の投資を、更に拡大し、円滑化するための枠組みを提供する。

６．　協力
両国は、二国間の経済連携を強化するために二国間協力を促進する。この協定の下での協力の詳細は、別添４のとおり。

７．　知的財産

両国は、貿易と投資の更なる促進のためには、知的財産の保護の重要性が増大していることを認識する。両国は、知的財産の十分かつ効果的な保護を確保し、また、知的財産権の行使のための措置を定める。本協定は、この分野における両国間の協力の基盤を提供する。
８．　反競争的行為の規制
各国は、反競争的行為に対し、適切な措置をとる。この協定は、反競争的行為の規制の分野における両国間の協力の基盤を提供する。
９．　強制規格、任意規格及び適合性評価手続
　この協定は、基準認証分野において、可能な相互承認の仕組みに関する交渉の枠組みを含め、より緊密な協力の基盤を提供する。
１０．衛生植物検疫措置

　両国は、人、動物及び植物の生命及び健康の保護の重要性を認識し、衛生植物検疫措置に関する協議の仕組みを設置する。
１１．ビジネス環境整備
両国は、政府、民間部門及び関係団体からの参加を得てビジネス環境改善のための仕組みを作る。この一環として、ビジネス環境委員会と連絡事務所を含んだ仕組みが設置される予定である。
別添１
鉱工業品

1． 概要
両国は、鉱工業品の分野において、この協定の発効の日より１０年以内に実質上全ての品目についての関税を撤廃する。
2． 特定分野
（ａ）自動車・自動車部品
（ｉ）マレーシアによる市場アクセスの改善
マレーシアの自動車・自動車部品の関税は、以下に合意されたとおり撤廃される。
	現地組立車（CKD）用部品
	即時撤廃。

	現地組立車（CKD）用部品以外の自動車部品
	2008年に０～５％まで引き下げ、2010年までに撤廃。

	2000cc超3000cc以下の乗用車、3000cc超の多目的車、20トン超のトラック、バス
	2010年までに段階的に撤廃。

	3000cc超の乗用車
	2008年に０～５％まで引き下げ、2010年までに撤廃。

	上記以外の全ての完成車
	2015年までに段階的に撤廃。


（ⅱ）自動車分野の協力
日本国政府及びマレーシア政府は、それぞれの産業界の参加を得て、マレーシアの自動車・自動車部品産業の市場拡大を目指してこれらの産業の競争力を向上させるため、共同の事業を実施する。
（ｂ）鉄鋼
マレーシアによる市場アクセスの改善
マレーシアは、合意された条件に従い、直接製造に用いられる日本から輸入される製品に対して、輸入関税の免税措置を与える。

　実質上全ての鉄鋼製品の関税は、１０年以内に撤廃される。
（ｃ）日本による市場アクセスの改善
　日本が輸入する鉱工業品の関税は、実質上全て即時撤廃される。
別添２
農林水産品
1． 概要
大部分の農林水産品の関税は、この協定の発効の日より１０年以内に撤廃される。
2． 日本による市場アクセスの改善
（ａ）農産品
· マンゴー、マンゴスチン、ドリアン、パパイヤ、ランブータン、オクラ等：即時関税撤廃
· バナナ：生鮮バナナに関する関税割当の設置
· 枠内税率：無税
· 関税割当数量：１年につき1000トン。実施４年経過後割当量を再協議。
· マーガリン：５年間で29.8％から25％まで関税を削減、５年目に再協議。
· ココア調製品（砂糖を含まないもの）（*1）：関税撤廃
（ｂ）林産品
· 合板以外の林産品：即時関税撤廃
· 合板：再協議（*2）
· 協力：国内木材品質評価システム
　　　  ：持続可能な資源から生産される木材製品の貿易の促進
（ｃ）水産品
· えび及びクラゲ：関税撤廃
（ｄ）除外又は再協議となるセンシティブ品目
·  国家貿易品目（米、小麦、大麦及び指定乳製品）、牛肉、豚肉、でん粉、輸入割当適用の水産品等
3． マレーシアによる市場アクセスの改善
りんご、なし及びかきの即時関税撤廃。
（日本側注）

*1：一部は関税撤廃の対象外

*2：マレーシアの輸出税・輸出規制と併せて再協議
別添３
サービス貿易

日本側のオファー

以下の分野を含む包括的な分野。

－自由職業サービス

－通信

－建設

－流通

－教育

－環境

－金融

－健康・社会事業

－観光・旅行
－運輸
マレーシア側オファー

－操作員を伴わない機械・設備のリース又は賃貸（建設機械、事務用機器、医療用機器に関するものを含む）
－契約に基づき報酬を受けて行う機械・設備の保守及び修理
－会計・監査

－エンジニアリング

－電子計算機及び関連のサービス

別添４

協力

１．個別協力分野

（ａ）農林水産

（ｂ）教育・人材養成

（ｃ）情報通信技術

（ｄ）科学技術

（ｅ）中小企業

（ｆ）観光

（ｇ）環境

２．「アーリー・ハーベスト」（早期実施）協力案件

２４のプロジェクト及びプログラムを「アーリー・ハーベスト」（早期実施）協力案件として選定。これらの案件はこの協定の発効後速やかに実施される。

３．経済連携のための小泉・アブドゥラ研修プログラム（経済連携研修）

本プログラムの下、日本は今後１０年間に亘り約１０００名の研修員をマレーシアの関連機関より受け入れる。

本プログラムにより、マレーシアの人材育成に重要な貢献を果たしてきた「東方政策」が強化されることとなる。

